
2．社会動向

2．社会動向 

（1）人口減少と労働力不足 

四国の人口のピークは 1985 年であり、全国と比較して約 25 年早く、以降、

顕著に減少するものと予測されています。 

香川県では、「かがわ人口ビジョン」を策定し、2060 年に人口約 77 万人を

維持できるよう、人口の社会増と自然減の抑制に努め、長期的には人口増への転

換を目指し、各種施策を実施しています。 

図表 2-1 人口減少の推移（全国、四国） 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

図表 2-2 香川県の将来人口 

出典：香川県「かがわ人口ビジョン（令和2年3月）」
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2．社会動向

近年、インターネット市場

の拡大により宅配貨物が著しく

増加しています。

一方、ドライバー高齢化の

進行に加え、「事業用自動車の

運転者の勤務時間及び乗務時間

に係る基準」が改正されたこと

により、運送業の人手不足が顕

在化しており、海運などへのモ

ーダルシフトの気運が高まって

います。
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航空等 トラック 宅配便計

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

需要量 1,090,701人 1,127,246人 1,154,004人 1,174,508人

供給量 987,458人 983,188人 945,568人 896,436人

過不足 ▲103,243人 ▲144,058人 ▲208,436人 ▲278,072人

図表 2-3 宅配便取扱個数の推移 

出典：国土交通省

図表 2-4 トラックドライバー需給の将来予測 

出典：(公社)鉄道貨物協会「平成30年度 本部委員会報告書」
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2．社会動向

（2）港湾管理者の財務状況 

予算規模の縮小に加え、義務的経費の増加により、投資的経費への財政制約が

強まっています。 

新たな施設を「つくる」視点だけでなく、利用状況やニーズを把握し、既存施

設を「賢くつかう」視点への転換が求められています。 
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図表 2-5 港湾管理者の財政状況（香川県） 

出典：香川県

図表 2-6 港湾管理者の財政状況（坂出市） 

出典：香川県
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2．社会動向

（3）貿易額と製造業 

産業におけるグローバルサプライチェーンが進展する中、香川県の貿易額は、

輸出入とも、アジア地域との関わりが大きくなっています。 

■輸出 （百万円）

1990年 2020年 1990年 2020年
1 パナマ 39,375 46,179 49% 25%
2 中華人民共和国 691 41,642 1% 23%
3 シンガポール 2,855 19,008 4% 10%
4 リベリア 14,249 13,945 18% 8%
5 英国 10,805 0% 6%
6 マーシャル 9,291 0% 5%
7 バルバドス 8,596 0% 5%
8 ベトナム 5,910 0% 3%
9 メキシコ 4,192 0% 2%
10 タイ 91 4,162 0% 2%

順位 国名 貿易額 シェア
■輸入 （百万円）

1990年 2020年 1990年 2020年
1 オーストラリア 25,951 44,879 11% 26%
2 中華人民共和国 6,061 44,178 3% 26%
3 マレーシア 14,047 22,622 6% 13%
4 カナダ 16,086 11,202 7% 6%
5 インドネシア 4,255 11,142 2% 6%
6 大韓民国 5,904 10,320 2% 6%
7 アメリカ合衆国 35,457 7,613 15% 4%
8 台湾 6,553 5,160 3% 3%
9 タイ 349 3,868 0% 2%
10 フィリピン 515 2,432 0% 1%

順位 国名 貿易額 シェア

東アジア・東南アジアの割合 12.3％⇒43.8％ 
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東アジア・東南アジアの割合 16.7％⇒58.8％ 
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図表 2-7 香川県における地域別の貿易額割合の変化 

■輸出 

■輸入 

出典：財務省「貿易統計」

図表 2-8 香川県における国別の貿易額の推移とシェア 

出典：財務省「貿易統計」
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2．社会動向

我が国の製造業は、賃金の安い新興国に生産拠点の移転を進めてきましたが、

近年、新興国の賃金が上昇しています。 

一方、技術の流出やコロナ禍におけるサプライチェーンの分断等の経験を背

景として、国内に生産拠点を考える企業が増加傾向にあります。 
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図表 2-9 各国の単位労働コストの比較 

出典：経済産業省「ものづくり白書」

図表 2-10 国内企業立地件数・面積の推移 

出典：経済産業省「工場立地動向調査」
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2．社会動向

（4）海上物流 

全国的に、荷役・輸送の効率化のため「海上貨物のコンテナ化」が進んでおり、

四国におけるコンテナ航路の数も大幅に増加しています。 

一方、四国におけるフェリー・ＲＯＲＯ船航路数は、本四高速の供用や料金改

定等の影響等により大幅に減少していますが、トラック輸送からのモーダルシ

フトの傾向を背景に、近年、貨物量が回復基調にあります。 

図表 2-11 全国の海上貨物（バラ貨物等を含む全ての貨物）及びコンテナ貨物の推移 

出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査から香川県作成

図表 2-12 四国における外貿コンテナ及び国際フィーダー航路数の変化 

出典：四国地方整備局港湾空港部調べ 出典：四国地方整備局港湾空港部 

「四国港湾ビジョン2040」
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図表 2-13 四国と本州・九州を結ぶフェリー・ＲＯＲＯ航路数とトラック輸送台数の推移 

出典：四国地方整備局港湾空港部「四国港湾ビジョン2040」

図表 2-14 四国におけるフェリー・ＲＯＲＯ船寄港数の変化 

出典：四国地方整備局港湾空港部「四国港湾ビジョン2040」
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2．社会動向

（5）インバウンド 

香川県は、ニューヨークタイムズ（米国）が選んだ「2019 年に行くべき 52 カ

所の旅行先」として、「瀬戸内の島々」が日本で唯一選ばれたほか、旅行予約サ

イト世界大手のブッキングドットコム（オランダ）が発表した「2020 年に訪れ

るべき目的地 10 選」にも、高松市が国内で唯一選ばれるなど、世界からの注目

が高まっている地域となっており、外国人延べ宿泊者数も大きく伸ばしていま

す。 

また、香川県を訪れた外国人による SNS への投稿件数は、地域別では高松市

や離島の投稿が多く、カテゴリー別では自然景観、美術館の投稿が多くなってお

り、アート作品や瀬戸内海の景観に興味のある人にとって魅力的な地域である

ことが伺えます。 

R2 観光白書 図表Ⅱ-52､57  
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図表 2-15 香川県の外国人延べ宿泊者数の推移 

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

図表 2-16 香川県を訪れた外国人旅行者の SNS への投稿 

出典：観光庁「観光白書 令和2年版」

※R2 はコロナ禍の影響あり 
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2．社会動向

（6）船舶の大型化 

海上輸送の効率化のため、船型は大型化の傾向にあります。 

図表 2-17 大型化が進むコンテナ船 

出典：国土交通省「近年の港湾・海運を取り巻く状況」

図表 2-18 既存東南アジア航路の船型分析 

出典：北陸地方整備局「東南アジア向けダイレクト航路の検討について」
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2．社会動向

図表 2-19 大型化が進むバラ積み船（バルカー） 

出典：(公社)日本港湾協会「数字で見る港湾2021」

図表 2-20 大型化が進む自動車専用船 

出典：(公社)日本港湾協会「数字で見る港湾2021」
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2．社会動向

図表 2-21 大型化が進むクルーズ船 

図表 2-22 世界のクルーズ客船建造計画 

出典：(公社)日本港湾協会「World Shipping Encyclopedia（2020.4）」 

出典：(公社)日本港湾協会「数字で見る港湾2021」
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2．社会動向

（7）自然災害の激甚化・頻発化 

南海トラフを震源とする地震におけ

るマグニチュード 8～9 クラスの地震

の発生確率は、今後 30 年以内に 70～

80％程度（2020 年 1 月 24 日時点）と

されており、その際の香川県内の震度

は 5強～7になると予測されています。 

また、南海トラフ地震（最大クラス）

による最高津波水位（津波波高＋地盤

沈降量＋朔望平均満潮位）は、香川県

内において約 2.2～3.8m になると予測

されています。 

図表 2-23 香川県震度分布図

図表 2-24 大規模地震の発生確率（30 年）

出典：香川県 

出典：国土交通省 HP 

図表 2-25 南海トラフ地震による最高津波水位

出典：香川県「香川県地震・津波被害想定（第一次公表）」 
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2．社会動向

瀬戸内の高潮による浸水は、熱帯低気圧等に伴う気圧降下による海面の吸い

上げ、強風による海水の吹き寄せによって、海面の水位が護岸より高くなること

等により発生します。地球温暖化は、長期的に海面水位の上昇とともに熱帯低気

圧の強度の増大をもたらすと予測されており、将来の高潮による浸水被害に大

きな影響を与え、激甚化・頻発化する可能性があります。 

図表 2-26 高松市高潮浸水区域（H16） 

出典：四国地方整備局「高松市の高潮浸水区域図」 

高松市中心部における国道 11 号での浸水状況（H16） 

出典：香川県 
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2．社会動向

〇 過去の大規模災害においても、海上輸送は様々な領域で活躍しています。 

東日本大震災では、民間フェリーが自衛隊、消防隊、警察などの人員や物資

の輸送等に従事した事例があります。 

大規模災害時におけるフェリーの活躍 

 過去の災害における海からのアプローチ概要 

出典：内閣府「災害時多目的船に関する検討会報告書」

出典：四国地方整備局港湾空港部「第１回四国における地震・津波対策検討会議」
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2．社会動向

（8）情報通信技術 

コンテナターミナルの生産性を向上させるため、国土交通省港湾局では、「ヒ

トを支援するＡＩターミナル」をはじめとする、デジタルトランスフォーメーシ

ョンに関する各種取組みや、ICT（情報通信技術）を活用して移動をシームレス

につなぐ「MaaS」の普及に向けた取組みが進められています。 

図表 2-27 「ヒトを支援する AI ターミナル」のイメージ 

出典：国土交通省港湾局「第１回 国際コンテナ戦略港湾政策推進ワーキンググループ」

※ヒトを支援するＡＩターミナル」の実現により、コンテナターミナルの生産性を飛躍

的に向上させ、2023 年度中に、コンテナ船の大型化に際してもその運航スケジュー

ルを遵守した上で、外来トレーラーのゲート前待機をほぼ解消することを目指す。 

出典：国土交通省「日本版 MaaS の推進」

図表 2-28 日本版 MaaS 

【ＭａａS 推進・支援事業（国土交通省）】 

  令和元年度は、「先行モデル事業として、瀬戸内エリア」にお

いて、デジタルフリーパス（鉄道、フェリー、ロープウェイ）や他

分野連携（観光施設、観光体験等）が選定されている。 

  令和 2 年度は、MaaS 実証実験支援として、高松市におい

て、観光客向け MaaS アプリ Horai のプラットフォームを活用し

た最適なアプリの構築等が選定されている。 
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2．社会動向

（9）脱炭素社会 

世界各国は脱炭素化に向けて舵を切っており、我が国においても 2050 年まで

に脱炭素社会を目指すと政府が宣言している中、日本の輸出入の 99.6%が経由

し、二酸化炭素排出量の約 6 割を占める発電所、鉄鋼、化学工業などの多くが立

地する港湾において、その実現に向けたカーボンニュートラルポートの形成が

求められています。 

また、環境負荷低減の観点では、モーダルシフトや港湾ロジスティック・ハブ

の形成による物流の効率化も有効な手段の 1 つであると考えられます。 

図表 2-29 カーボンニュートラルポート形成イメージ 

出典：国土交通省 HP 

図表 2-30 港湾ロジスティック・ハブ形成イメージ 

・臨海部における流通加工、荷捌き等の実施による中間輸送の削減 

・コンテナターミナルと一体となった物流拠点の形成によるシームレスな物流 

・住宅等との分離による物流施設の夜間操業 

・大型車の公道通行削減による環境負荷低減 

出典：国土交通省 HP 
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